
人口(人)
(平17国調)

面積(ｋ㎡)
(平17.10.1)

標準財政規模
(百万円)

１　一般会計及び特別会計の財政状況（主として普通会計に係るもの） （百万円）

歳入 歳出 形式収支 実質収支
地方債
現在高

他会計からの
繰入金

一般会計 21,796 20,344 1,452 1,350 13,373 83 基金から1,342百万円繰入

土地取得特別会計 1 1 0 0 0 0

農業集落排水事業等
特別会計

（ｺﾐｭﾆﾃｨ･ﾌﾟﾗﾝﾄ事業）
32 32 0 0 1,054 0

普通会計 21,804 20,352 1,452 1,350 14,427 83 基金から1,342百万円繰入

２　１以外の特別会計の財政状況（公営事業会計に係るもの） （百万円）

総収益
（歳入）

総費用
（歳出）

純損益
（形式収支）

不良債務
（実質収支）

地方債
現在高

他会計からの
繰入金

国民健康保険特別会計
（事業勘定）

（歳入）
6,730

（歳出）
5,863

（形式収支）
867

（実質収支）
870

0 951

国民健康保険特別会計
（直診勘定）

（歳入）
175

（歳出）
152

（形式収支）
23

（実質収支）
23

0 0

老人保健特別会計
（歳入）
5,164

（歳出）
4,999

（形式収支）
165

（実質収支）
0

0 519

介護保険特別会計
（保険事業勘定）

（歳入）
3,107

（歳出）
2,981

（形式収支）
126

（実質収支）
94

21 566

介護保険特別会計
（サービス事業勘定）

（歳入）
370

（歳出）
375

（形式収支）
△5

（実質収支）
0

0 140

農業集落排水事業等
特別会計

（農業集落排水事業）

（歳入）
1,314

（歳出）
1,285

（形式収支）
29

（実質収支）
29

5,602 311

公共下水道事業
特別会計

（歳入）
845

（歳出）
845

（形式収支）
0

（実質収支）
0

983 90

水道事業会計 417 393 24 ― 243 70

　（注）　１．法適用企業とは、地方公営企業法を適用している公営企業である。

　　　　　２．不良債務が～百万円となるときは、「△～」と表記している。

法適用企業

基金から130百万円繰入

基金から51百万円繰入

65,556 66.63

財政状況等一覧表（平成１７年度）

備考

12,648

備考

　地方公共団体は、総合的な財政情報の開示に努める必要がありますので、普通会計に加え企業会計などの特別会計の状況、関係す

る一部事務組合等の経営状況を公表いたします。（表の様式は、総務省から示されたものです。）



３　関係する一部事務組合等の財政状況 （百万円　，　％）

歳入
（総収益）

歳出
（総費用）

形式収支
（純損益）

実質収支
（不良債務）

地方債
現在高

当該団体の
負担割合

海部地区水防事務組合 33 31 2 2 0 16.2

海部地区休日診療所組合 145 102 43 43 60 38.8

海部地区環境事務組合 5,863 5,758 105 105 15,228 24.2

海部南部水道企業団 2,203 2,027 176 ― 3,438 39.8

愛知県市町村職員退職
手当組合

9,927 9,215 712 712 0 3.4

４　第三セクター等の経営状況及び地方公共団体の財政的支援の状況

経常損益
（千円）

資本又は
正味財産
（千円）

当該団体か
らの出資金
（千円）

当該団体か
らの補助金
（千円）

当該団体か
らの貸付金
（千円）

当該団体から
の債務保証に
係る債務残高

備考

海部津島土地開発公社 5,315 62,852 18,000 ― ― ―

　（注）　損益計算書を作成していない民法法人は「経常損益」の欄には当期正味財産増減額を記入している。

５　財政指数

　（注）　実質公債費比率は、平成１８年度の起債協議等手続きにおいて用いる平成１５年度から平成１７年度の３カ年平均である。

―

法適用企業

財政力指数

実質公債費比率

実質収支比率

経常収支比率

0.65

5.6 83.2

当該団体から
の損失補償

に
係る債務残高

備考

10.7


